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第１問 

 （ア）（イ）ともに、Ｄの請求は、所有権に基づく返還請求である。Ｄは、甲建物をもと

所有していたＡから買い受けており、この請求は成り立つ。 

 これに対し、Ｃは、時効によって甲建物を取得したことをもって争うことになる。したが

って、本問では、Ｃにおいて甲建物の取得時効が完成したか、完成しているとして、Ｃがそ

の時効による取得をＤに対抗することができるかを論ずべきことになる。なお、本問では、

判例に従って解答することが求められている。本問に関連する判例は、⑴ 時効完成前の目

的不動産の譲受人は当事者と同視される（その者に対しては登記をしていなくても時効に

よる取得を対抗することができる。最判昭和４１年１１月２２日民集２０巻９号１９０１

頁ほか）、⑵ 時効完成後の目的不動産の譲受人は民法１７７条の第三者にあたる（その者に

対しては登記をしなければ時効による取得を対抗することができない。最判昭和３３年８

月２８日民集１２巻１２号１９３６頁ほか）、⑶ 上記⑴及び⑵に関し、時効の起算点は占有

開始時に固定される（最判昭和３５年７月２７日民集１４巻１０号１８７１頁）、⑷ 民法１

８７条１項にいう「占有者の承継人」には包括承継人も含まれる（最判昭和３７年５月１８

日民集１６巻５号１０７３頁）、⑸相続人固有の自主占有の開始を起算点とする時効の完成

が認められる（最判昭和４６年１１月３０日民集２５巻８号１４３７頁。ただし、他主占有

から自主占有への転換事例。）、⑹（上記⑵の場合であっても）背信的悪意者には登記をして

いなくても物権変動を対抗することができる（最判昭和３１年４月２４日民集１０巻４号

４１７頁ほか）、というものである。解答に際して、判決年月日を記す必要はないが、これ

らが判例であることを明らかにすることが望ましい。 

 Ｃは、①Ｂが悪意で甲建物の自主占有を開始した２０００年４月１０日を起算日とし（上

記⑶）、上記⑷による占有の承継を経て２０２０年４月１０日の終了をもって完成した（民

法１６２条１項参照）取得時効と、②Ｃ自身が現実の占有を開始した２０１３年７月１５日

を起算日とし（上記⑶及び⑸）、最短で２０２３年７月１５日の終了をもって完成しうる取

得時効（民法１６２条２項参照）のいずれを主張することもできる。 

もっとも、①の場合、Ｄは時効完成後の第三者であり、悪意者であるものの背信性が認め

られるとまではいえないから（事実４）、登記を備えていないＣは、時効による甲建物の取

得をＤに対抗することができない（上記⑵及び⑹）。したがって、Ｄの請求が認められる。

これは、（ア）（イ）のいずれにおいても同じである。 

②では、事実３よりＣが善意で占有を始めたことは明らかであるが、無過失であったと認

められるかを論じる必要がある。Ｃが無過失であった場合、最短で２０２３年７月１５日の

終了をもって取得時効が完成する。 



もっとも、（ア）では、この時効はＤが明渡請求訴訟を提起した時点で完成していないか

ら、Ｃは取得時効をもって争うことができず（民法１４７条１項１号参照）、Ｄの請求が認

められる。 

（イ）の場合、事実５においてＤが最初に（民法１５０条２項参照）Ｃに対して甲建物の

明渡しを求めた日、つまり催告をした日がいつかによって結論が変わる。 

ＤのＣに対する最初の催告が２０２３年２月９日以前の場合、催告による時効完成猶予

の期間は２０２３年８月９日以前に満了しているから（民法１５０条１項参照）、Ｄが明渡

請求訴訟を提起した時には甲建物につきＣの取得時効が完成しており、かつ、Ｄは時効完成

前の甲建物の譲受人であるため、Ｃはその時効による甲建物の取得をＤに対抗することが

でき（上記⑴）、Ｄの請求は認められない。 

ＤのＣに対する最初の催告が２０２３年２月１０日以降の場合、Ｄが明渡請求訴訟を提

起した時点で甲建物につきＣの取得時効は完成していないから、Ｃは取得時効をもって争

うことができず（民法１４７条１項１号参照）、Ｄの請求が認められる。 

 

第２問 

（ア）について、Ｃは、必要費（乙室の窓ガラスの修繕費）の償還請求権との相殺により

４月分の賃料債務は消滅したと反論することが考えられる。 

（イ）については、まず、Ａの請求の成否が問題になる。これは、ＡＢ間の将来賃料債権

譲渡契約の締結（事実２。民法４６６条の６第１項）及びＢのＣに対する賃料債権の発生（事

実３及び２０２３年３月３１日の経過。同条２項）から、ＡがＣに対する２０２３年４月分

の賃料債権を取得しており、請求が成り立つ。なお、Ａは、２０２３年２月１８日に、Ｂの

Ｃに対する通知により上記将来賃料債権譲渡の対抗要件を具備しているから（事実３。４６

７条１項かっこ書）、Ｃが対抗要件の抗弁で争っても奏功しない。 

その上で、（ア）のＣの反論の成否を検討することになる。 

まず、Ｃによる必要費償還請求権の取得（民法６０８条１項）については、事実４より、

①民法６０７条の２第２号の要件が満たされるため、Ｃは自ら修繕をすることができるこ

と、②本件の修繕費は、乙室の保存行為に要する費用であるため、民法６０８条１項の必要

費にあたること、③Ｃは、２０２３年３月３０日にＤに対して修繕報酬１０万円の支払った

ことから、同日、ＣはＢに対する必要費償還請求権を取得したと認められる。 

つぎに、Ｃの相殺の効力が認められるかについて、①Ｃによる相殺の自働債権（必要費償

還請求権）の取得は、Ａが将来賃料債権譲渡の対抗要件を具備した後のことであり、②その

自働債権の発生原因（雨漏り、修繕依頼、修繕費の支払）も、Ａの上記対抗要件具備の後の

ことであるが、③その自働債権は、Ａが取得した将来賃料債権の発生原因である乙室の賃貸

借契約に基づいて生じた債権にあたることから、民法４６９条２項２号よりＣの相殺の効

力が認められる。したがって、Ａの請求は認められない。 

以上 


